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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軸体と、該軸体の外周上に弾性層と、該弾性層の外周上に少なくとも一層の表面層を有
し、感光体と接触して表面に担持した現像剤を該感光体へ搬送し該感光体上の静電潜像を
可視化する現像ローラであって、
　少なくとも前記表面層の最外層が、バインダー樹脂として、ポリエステルポリオールと
ポリイソシアネートの反応によって得られ末端に水酸基を有するウレタンプレポリマーと
ブロックイソシアネートとをＮＣＯ当量３７～７５の比率で混合、反応させた樹脂と、導
電材としてカーボンブラックと、表面粗し材として重量平均粒子径３～３０μｍの樹脂粒
子とを含有することを特徴とする現像ローラ。
【請求項２】
　感光体と、現像剤を収容し且つ現像ローラを具備している現像器とを有し、該現像ロー
ラは該感光体に圧接されている画像形成装置において、
　該現像ローラが請求項１に記載の現像ローラであることを特徴とする画像形成装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電子写真装置において、感光体に圧接し現像剤を可視化する現像ローラに関す
る。
【背景技術】
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【０００２】
　近年、複写機、プリンター等のＯＡ機器は高画質化が進んでおり、それに伴い感光体上
の静電潜像をトナーにより可視化する現像プロセスにおいては、現像ローラとして弾性体
を用い、感光体に均一に圧接して現像を行なう接触現像方式が提案されている。この接触
現像においては、現像ローラから感光体上に一定のトナーを供給するために、感光体より
も速い速度で現像ローラを回転させる場合が多い。また、現像ローラは感光体への均一な
圧接幅を確保するために、弾性材料により構成されると共に、電圧を印加してトナー像を
感光体上に形成するために、均一な導電性や耐リーク性が求められる。更に、機械の長寿
命化が求められる中、安定した画像を長期間維持するために、現像ローラ表面へのトナー
付着を防止する取り組みがなされている。
【０００３】
　特許文献１記載の低硬度導電性ロールでは、トナー付着の原因となる表面の水酸基また
はアミノ基を、大過剰のイソシアネート基含有化合物を用いて反応させることによりトナ
ーの堆積を防ぎ、効果を得ている。
【特許文献１】特開平１１－２６７５８３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１の技術を用い、感光体上に所望量のトナー層を形成するため
には、感光体に対する現像ローラの回転速度（以下、周速比）を上げる必要があり、それ
による弊害として、現像剤量規制部材や現像ローラへのトナー融着による画像縦スジや、
トナー外添剤のトナーへの埋め込みによるトナー劣化を原因とするかぶりなどの発生を防
ぐという面では、性能が不十分な場合があった。また、従来の構成のローラでは十分なト
ナー帯電性や耐リーク性を長期安定的に維持することは困難な場合があった。
【０００５】
　本発明の目的は、電子写真装置に使用される感光体に圧接し現像剤を可視化する現像ロ
ーラにおいて、トナーの劣化を抑え、トナー帯電性を均一化することによって画像縦スジ
の発生や、かぶりの悪化を防ぎ、長期に渡り高品質な画像を得ることである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　また、本発明は軸体と、該軸体の外周上に弾性層と、該弾性層の外周上に少なくとも一
層の表面層を有し、感光体と接触して表面に担持した現像剤を該感光体へ搬送し該感光体
上の静電潜像を可視化する現像ローラであって、
　少なくとも前記表面層の最外層が、バインダー樹脂として、ポリエステルポリオールと
ポリイソシアネートの反応によって得られ末端に水酸基を有するウレタンプレポリマーと
ブロックイソシアネートとをＮＣＯ当量３７～７５の比率で混合、反応させた樹脂と、導
電材としてカーボンブラックと、表面粗し材として重量平均粒子径３～３０μｍの樹脂粒
子とを含有することを特徴とする現像ローラに関する。
【発明の効果】
【０００８】
　以上説明したように、本発明の現像ローラは、表面層の最外層が、バインダー樹脂とし
てポリエステルポリオールとポリイソシアネートとの反応によって得られ末端に水酸基を
有するウレタンプレポリマー（ポリエステル系ウレタンポリオール）とブロックイソシア
ネートをＮＣＯ当量３７～７５の比率で混合、反応させた樹脂材料を有し、かつ最外層中
に導電材としてカーボンブラックと、表面粗し材として重量平均粒子径３～３０μｍの樹
脂粒子を含有することによって、表面層の樹脂材料中のアロファネート結合が増加するこ
とによるトナー帯電性の向上が図られ、かつ表面粗さが適正化され、現像ローラ周速比を
下げることが可能となり、スジ、かぶりの発生が無い良好な画像を得ることが出来る。
【０００９】
　また、本発明の現像ローラは、表面層の最外層が熱硬化性ウレタン樹脂を含み、熱硬化
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性ウレタン樹脂の溶媒抽出分の量が１０～４０質量％、溶媒抽出分のアロファネート結合
／ウレタン結合比が０．１～２、現像ローラの表面粗さＲａを０．５～２μｍとすること
によって、画像縦スジの発生や、かぶりの悪化を防ぎ、長期に渡り高品質な画像を得るこ
とができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照して説明する。
【００１１】
　（現像ローラ）
図１は本発明の現像ローラの一つの実施形態の概略を示すもので、（ａ）は現像ローラの
軸線に平行な方向の概略断面図、（ｂ）は現像ローラを軸線に垂直な断面でみた図である
。
この図に示す形態の現像ローラは芯金１ａ上に弾性層１ｂを形成し、その外周上に表面層
１ｃを設けたものである。ローラの硬度はＡｓｋｅｒＣ硬度３０～７０度が好ましく、４
０～６０度がより好ましい。ローラ硬度がこれらの範囲内にあることによって、ローラを
長時間、安定的に使用することが可能となる。
芯金（軸体）１ａは、成形時や実使用時に耐えうる強度を有すれば良く、外径４～１０ｍ
ｍが好ましい。
【００１２】
　（弾性層）
　弾性層１ｂは、天然ゴム、シリコーンゴム、ウレタンゴム、エチレンプロピレンゴム、
ブタジエンゴム、クロロプレンゴム、ネオプレンゴム、イソプレンゴム、ＮＢＲ等のゴム
材料に、必要に応じてカーボンブラック、グラファイト、導電性粒子、導電性ゴム等を添
加したものであり、硬さ、圧縮永久歪みを考慮した場合、付加反応型導電性シリコーンゴ
ムが好ましく、厚みは１～６ｍｍが好ましい。弾性層の製造には従来公知の方法を使用す
ることができる。例えば、ディッピング法、スプレーコーティング法、ロールコート法等
を用いて原料液を軸体上に塗工した後、加熱架橋を行うことによって弾性層を得ることが
できる。
【００１３】
　（表面層）
　表面層１ｃは少なくとも一層以上の層からなる。少なくとも表面層の最外層は耐摩耗性
やトナー帯電性、トナー搬送性等が要求されるため、ウレタン樹脂を主成分とする必要が
ある。また、表面層には適度な導電性が必要であり、導電剤としては安価なカーボンブラ
ックを用いることが好適である。表面層は例えば、２官能のポリエステルポリオールをメ
チルエチルケトン、トルエン、アルコール、水等の溶媒で適宜希釈し、導電剤としてカー
ボンブラックを分散し、表面粗し材として、重量平均粒子径が３～３０μｍの樹脂粒子、
樹脂粒子を表面層の樹脂固形分１００質量部に対し、２～４０質量部を分散した後、硬化
剤としてブロックイソシアネートを添加し、攪拌することにより得られる塗料を、弾性層
上にスプレー、ディッピング等の方法で塗布すればよい。この後、一定時間、加熱するこ
とによって弾性層上に塗布したウレタン塗料を硬化させて表面層とする。ここで、ウレタ
ン塗料の硬化温度は１２０～１８０℃が好ましく、１４０～１６０℃がより好ましい。硬
化温度がこれらの範囲内にあることによってアロファネート結合の生成及びブロックイソ
シアネート中のイソシアネート基とブロック化剤との解離を容易とすることができる。ま
た、上記塗料には加工性やコストを改善するための充填剤、保存安定剤、可塑剤、紫外線
吸収剤、滑剤、顔料などを添加してもよい。
【００１４】
　（表面粗し材）
　本発明によれば、表面層に樹脂粒子を添加し、所望の表面粗さを形成することにより、
トナー搬送性が良好となり、感光体上に所望のトナー量供給するための周速比を下げるこ
とが可能となる。またこれにより、現像剤量規制部材へのトナー融着や、トナー劣化によ
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るかぶりを防止することが可能となる。ここで、表面粗さを形成するために添加する粒子
としては、塗料安定性を考慮し金属粒子等よりも比重の比較的小さい樹脂粒子を用いるこ
とが好ましい。また、感光体や現像剤量規制部材との摩擦による磨耗を考慮しても、やは
り比較的柔軟性のある樹脂粒子が好ましい。樹脂粒子としては例えばウレタン粒子、ナイ
ロン粒子、アクリル粒子、シリコン粒子等を挙げることができる。これらの樹脂粒子は単
独で、又は複数種を混合して使用することができる。
【００１５】
　表面粗し材は樹脂固形分１００質量部に対して５～７０質量部を分散するのがより好ま
しく、１０～５０質量部を分散するのが更に好ましい。表面粗し材の含量がこれらの範囲
内にあることによって、現像ローラは安定的にトナー搬送を行うことができ、摩擦帯電が
効率的に行なわれ、かぶりが発生しない。
【００１６】
　ここで、添加する樹脂粒子の重量平均粒子径は３～３０μｍの必要がある。重量平均粒
子径が３～３０μｍであると、表面の凹凸を調整して良好なトナー搬送性を有する現像ロ
ーラとすることができる。重量平均粒子径は５～２５μｍが好ましく、８～２０μｍがよ
り好ましい。重量平均粒子径がこれらの範囲内にあることによって、よりトナー搬送性を
向上させることができる。重量平均粒子径は、コールターカウンター法により、マルチサ
イザー（ベックマン・コールター社製）を用い、アパチャー径１００μｍの重量分布基準
にて測定を行った。
【００１７】
　Ｒａが０．５μｍ未満であると、現像ローラ上に担持できるトナー量が少ないため、感
光体上に所望のトナー量を確保するために現像ローラ周速を上げる必要があり、トナー劣
化によるかぶりや、現像剤量規制部材へのトナー付着が発生するために問題がある。また
、Ｒａが２μｍを超えると、現像ローラ上のトナー量が多くなり、摩擦帯電が効率的に行
なわれず、かぶりが悪化するといった問題が生じる。Ｒａは０．７～１．８μｍが好まし
く、１～１．６μｍがより好ましい。Ｒａがこれらの範囲内にあることによって、かぶり
やトナー付着を効果的に防止することができる。
【００１８】
　（カーボンブラック）
　また、導電剤として使用するカーボンブラックとしては例えば、ケッチェンブラック、
アセチレンブラックなどを使用することができる。カーボンブラックのＤＢＰ吸油量とし
ては３０～１５０ｍｌ／１００ｇが好ましく、５０～１００ｍｌ／１００ｇであることが
より好ましい。表面層中のカーボンブラックの含量は樹脂固形分１００質量部に対して３
～５０質量部であることが好ましく、１０～３０質量部であることがより好ましい。カー
ボンブラックの含量がこれらの範囲内にあることによって本発明のローラは優れたトナー
帯電性を有することができる。ローラの体積抵抗値は１０4～１０10Ωｃｍ、好ましくは
１０5～１０8Ωｃｍであることが好ましい。
【００１９】
　本発明の表面層に使用するバインダー樹脂としてはポリエステルポリオールとポリイソ
シアネートとの反応によって得られ末端に水酸基を有するウレタンプレポリマーとブロッ
クイソシアネートとを混合、反応させて得られる。
【００２０】
　（ブロックイソシアネート）
　ブロックイソシアネートは常温では安定しており加熱時にイソシアネートが再生するた
め取り扱いが容易であるなどの利点を有する。ブロック剤としてはε－カプロラクタム、
メチルエチルケトオキシム、３，５－ジメチルピラゾール、アルコール類やフェノール類
がイソシアネート基をブロックしているタイプと、イソシアネートダイマー（ポリウレト
ジオン）が熱で分解しイソシアネートを再生するダイマータイプとがある。どちらのタイ
プも好ましく用いられるが、ダイマータイプは、架橋時にブロック剤が遊離しないので更
に好ましい。
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【００２１】
　ブロックイソシアネートに用いるポリイソシアネートとしては特に制限は無く、従来公
知の各種ポリイソシアネートの中から、適宜選択して使用することが出来る。例えば２、
４－及び２、６－トリレンジイソシアネート（ＴＤＩ）、トリジンジイソシアネート（Ｔ
ＯＤＩ）、ナフチレンジイソシアネート（ＮＤＩ）、キシリレンジイソシアネート（ＸＤ
Ｉ）、４、４′－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、及びカーボジイミド変
成ＭＤＩ、ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネート、ポリメリックポリイソシアネ
ート等が、単独で、又は二種以上を組み合わせて用いても良い。
【００２２】
　ブロックイソシアネートを製造するには公知の方法が採用でき、例えば触媒存在下にト
ルエンなどの不活性溶媒中で、不活性ガス雰囲気下においてポリイソシアネートとブロッ
ク剤を反応させることにより製造することができる。ブロックイソシアネートの重量平均
分子量は３００～２０００であることが好ましく、５００～１５００であることがより好
ましい。また、ブロックイソシアネートの平均官能基数は２～５であることが好ましく、
３～４であることがより好ましい。重量平均分子量及び平均官能基数がこれらの範囲内に
あることによって、本発明のローラは使用に好適な硬度を有し、良好なトナー搬送性を有
することができる。
【００２３】
　ブロックイソシアネートの添加量はポリエステルポリオールのＯＨ基に対し、ＮＣＯ当
量比で３７～７５の範囲の必要がある。ポリエステル系ウレタンポリオールにＮＣＯ当量
３７～７５の比率でブロックイソシアネートを添加することにより、現像ローラ表面層の
バインダー樹脂中にアロファネート結合が多数形成され、トナー帯電性に優れた現像ロー
ラを得ることが出来、かぶりの良好な画像が得られる。ＮＣＯ当量は３７～７５が好まし
く、４０～６０がより好ましい。ＮＣＯ当量がこれらの範囲内であるとアロファネート結
合数が不足によるかぶりが発生しない。また、ポリウレタン樹脂生成時に未反応分もしく
は低分子量分の増加や感光体等への圧接による付着物が増加せず、画像横スジが発生しな
い。表面層の厚みは弾性層の柔軟性を損なうことなく、また耐摩耗性を考慮し、２～１０
０μｍが好ましい。
【００２４】
　（ウレタンプレポリマー）
　バインダー樹脂の原料であるウレタンプレポリマーはポリエステルポリオールとポリイ
ソシアネートとの反応によって得られ末端に水酸基を有する。ポリエステルポリオールと
しては、エチレングリコール、プロピレングリコール、ブタンジオール、ペンタンジオー
ル、ヘキサンジオール、シクロヘキサンジメタノール、グリセリン、１，１，１－トリメ
チロールプロパン、あるいはその他の低分子ポリオールの１種または２種以上と、グルタ
ル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、セバシン酸、テレフタル酸、イソフタル酸
、ダイマー酸、あるいはその他の低分子カルボン酸やオリゴマー酸の１種または２種以上
との縮合重合体；プロピオンラクトン、バレロラクトン等の開環重合体等を挙げることが
できる。
【００２５】
　ウレタンプレポリマーを製造するために用いるポリイソシアネートとしては従来公知の
ポリイソシアネートを用いることができる。例えば、上記ブロックイソシアネート製造に
用いるポリイソシアネートを使用することができる。
【００２６】
　ウレタンプレポリマーはこれらのポリエステルポリオールとポリイソシアネートを混合
、反応させることによって得られる。ウレタンプレポリマーの重量平均分子量は３０００
０～２０００００であることが好ましく、５００００～１５００００であることがより好
ましい。また、ウレタンプレポリマーの平均官能基数は２～５であることが好ましく、３
～４であることがより好ましい。重量平均分子量及び平均官能基数がこれらの範囲内にあ
ることによって、本発明のローラは使用に好適な硬度を有し、良好なトナー搬送性を有す
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ることができる。
【００２７】
　表面層の溶媒抽出成分のＨ－ＮＭＲスペクトルによりアロファネート結合とウレタン結
合の比率を得ることが出来る。得られたアロファネート結合／ウレタン結合比率から、表
面層中のアロファネート結合量を類推することが出来る。
【００２８】
　（物性）
　溶媒抽出時の抽出分中のアロファネート結合／ウレタン結合比は０．１～２の必要があ
る。アロファネート結合／ウレタン結合比は０．３～１．５が好ましく、０．５～１がよ
り好ましい。アロファネート結合／ウレタン結合比がこれらの範囲内にあることによって
、トナー帯電性を向上させて長期にわたり高品質な画像を得ることができる。なお、アロ
ファネート結合／ウレタン結合比は実施例に記載の方法によって測定する。
【００２９】
　（画像形成装置）
　次に、図２に本発明の現像ローラを適用した画像形成装置の一つの実施形態の概略を示
す。図２において、感光体としての感光ドラム２００２が矢印の方向にＶｆなる一定の速
度で回転駆動されるようになっていて、その表面は、まず、帯電チャージャー２００３に
より一様に帯電させられ、レーザーまたはＬＥＤを用いた光書込装置２００４により、静
電潜像が形成される。光書込装置２００４に反射光を使用しても差し支えない。
【００３０】
　感光ドラム２００２の横には、現像器２００５が配置されている。現像器２００５中に
は現像剤であるトナー２００６（図２ではトナーを拡大して示している。）が収容されて
おり、感光ドラム２００２に対して圧接された、現像器２００５の現像ローラ２００５ａ
（図２では図を判り易くするため、便宜上、感光ドラムから離して描いた。）により、感
光ドラム２００２上の静電潜像部分に、電荷付与されたトナー２００６が付着し、トナー
像として顕像化（現像）される。なお、現像ローラ２００５ａ上のトナーの膜圧を規制す
る規制ブレード（図示されていない）が現像器２００５に設けられている。
【００３１】
　転写ベルト２００１は４本のローラ２００７，２００８，２００９，２０１０に張架さ
れて水平に配置されている。転写ベルト２００１は駆動ローラー２００９によって矢印方
向にＶｆなる一定の速度で回転駆動されるようになっている。
【００３２】
　転写紙２０１１は、転写ベルト２００１上に矢印の方向へ給紙され、紙吸着帯電器２０
１２により、転写ベルト２００１に吸着搬送される。この時、転写紙２０１１は転写ベル
ト２００１と同速度Ｖｆで搬送される。転写紙２０１１が転写領域に達すると、感光ドラ
ム２００２上に顕像化されたトナーを、転写帯電器２０１３により、転写紙２０１１に転
写する。転写後、転写紙２０１１は、さらに搬送され、定着装置２０１４へと導かれる。
なお、転写紙２０１１は、トナーを転写可能な像担持体であれば紙に限定されない。
【実施例】
【００３３】
　さらに、本発明の現像ローラを得るための実施例を比較例とともに説明する。また、本
発明の実施例および比較例による現像ローラを適用した装置の画像評価についても述べる
。
【００３４】
　（実施例１）
　外径８ｍｍの芯金を内径１６ｍｍの円筒状金型内に同心となるように設置し、弾性層と
して液状導電性シリコーンゴム（東レダウシリコーン社製：ＡｓｋｅｒＣ硬度３５度、体
積固有抵抗１０7Ωｃｍ品）を注型後、１３０℃のオーブンに入れ２０分加熱成型し、脱
型後、２００℃のオーブンで４時間２次加硫を行ない、弾性層の厚みが４ｍｍのローラを
得た。
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【００３５】
　次いで、ウレタン塗料（ニッポランＮ５０３３（商品名）：日本ポリウレタン社製）を
固形分濃度１０％となるように、メチルエチルケトンで希釈し、導電剤としてカーボンブ
ラック（ＭＡ１００（商品名）：三菱化学製）をウレタン固形分１００質量部に対して２
０質量部、表面粗し材として重量平均粒子径３μｍのアクリル粒子（ＭＸ－３００（商品
名）：綜研化学社製）をウレタン固形分１００質量部に対して６質量部添加した後、十分
に分散したものに硬化剤（タケネートＢ８３０（商品名）：三井武田ケミカル社製）をウ
レタン塗料のＯＨ基に対しＮＣＯ当量３７となる量を添加、攪拌した塗料を先に成型した
ローラ上にディッピングにより膜厚２０μｍとなるように塗布し、８０℃のオーブンで１
５分乾燥後、１６０℃のオーブンで２時間硬化し、現像ローラを得た。
【００３６】
　（実施例２）
　表面粗し材として重量平均粒子径３０μｍのアクリル粒子（ＭＲ－３０Ｇ（商品名）：
綜研化学社製）を固形分１００質量部に対して３質量部添加し、ＮＣＯ当量を７５とした
以外は実施例１と同様にして現像ローラを得た。
【００３７】
　（実施例３）
　表面粗し材として重量平均粒子径１４μｍのウレタン粒子（アートパールＣ４００（商
品名）：根上工業社製）を固形分１００質量部に対して３質量部添加し、ＮＣＯ当量を５
０とした以外は実施例１と同様にして現像ローラを得た。
【００３８】
　（実施例４）
　表面粗し材として重量平均粒子径１０μｍのウレタン粒子（アートパールＣ６０５Ｔ（
商品名）：根上工業社製）を固形分１００質量部に対して３質量部添加し、ＮＣＯ当量を
４０とした以外は実施例１と同様にして現像ローラを得た。
【００３９】
　（比較例１）
　表面粗し材を添加せず、ＮＣＯ当量を３４とした以外は実施例１と同様にして現像ロー
ラを得た。
【００４０】
　（比較例２）
　ＮＣＯ当量を８０とした以外は実施例４と同様にして現像ローラを得た。
【００４１】
　（比較例３）
　表面粗し材として重量平均粒子径１．８μｍのアクリル粒子（ＭＸ－１８０（商品名）
：綜研化学社製）を固形分１００質量部に対して３質量部添加した以外は比較例１と同様
にして現像ローラを得た。
【００４２】
　（測定方法）
　（表面粗さ）
　以上により作製した現像ローラ表面層における最外層の表面粗さＲａを、接触式表面粗
さ計サーフコム４８０Ａ（東京精密製）を用いて測定した。測定条件としては、ＪＩＳＢ
０６０１に準じ、半径２μｍの触針を用い、押し付け圧０．７ｍＮ、測定速度０．３ｍｍ
／ｓｅｃ、測定倍率５０００倍、カットオフ波長０．８ｍｍ、測定長さ２．５ｍｍで行い
、周方向３点、軸方向３点、合計９点の平均値を粗さ測定値とした。
【００４３】
　（アロファネート結合／ウレタン結合比）
　表面層の形成に使用した塗料を用いて厚さ０．２ｍｍのシートを作成し、長さ１０ｍｍ
、幅５ｍｍ程度の短冊状サンプルを重量の合計が０．５ｇ程度となる様に複数切り取り、
メチルエチルケトン２０ｃｃが入った２０ｃｃのサンプル瓶中に、室温で２４時間浸漬し
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た後、　得られた抽出成分を真空乾燥機で溶媒成分を除去し、２０ｍｇの抽出成分を重ク
ロロホルム０．５ｍｌに溶解してサンプルを作製し、核磁気共鳴装置（ＪＮＭ－ＥＸ４０
０型　ＪＥＯＬ製）を用い、Ｈ－ＮＭＲスペクトルを測定した。得られたスペクトルから
、８．５ｐｐｍ付近のアロファネート結合を示すピーク強度と、６．８ｐｐｍ付近のウレ
タン結合を示すピーク強度の比から、以下の式により結合比を求めた。
【００４４】
　アロファネート結合ピーク強度／ウレタン結合ピーク強度＝結合比
　（かぶり量）
　次に、現像剤量規制部材として厚さ０．１ｍｍのリン青銅板が取り付けられ、非磁性一
成分現像剤を収容する現像容器に得られた現像ローラを組み込み、感光体に圧接した状態
で高温高湿環境（３０℃／８０％ＲＨ）下、７日間放置した後にレーザービームプリンタ
ー（Ｓａｔｅｒａ　ＬＢＰ５５００（商品名）：キヤノン社製）に装着し、ハーフトーン
画像を出力し、感光体周期の横スジの有無を評価した。次に、感光体に対する現像ローラ
の周速比を１５０％、１２０％のいずれかに設定し、同じく高温高湿環境（３０℃／８０
％ＲＨ）下、レーザービームプリンター（Ｓａｔｅｒａ　ＬＢＰ５５００（商品名）：キ
ヤノン社製）に装着し印字率２％にて１００００枚印字後に、白ベタ画像出力中にプリン
ターを停止し、感光体上に付着したトナーをテープではがし取り、反射濃度計にて基準に
対する反射率の低下量（％）を測定し、かぶり量とした。
【００４５】
　（縦スジ）
　また、ハーフトーン画像を出力し、現像剤規制部材へのトナー付着起因で発生する縦ス
ジ発生の有無を評価した。
かぶり量については５％以下であれば画像が良好である。ここで周速比とは感光体と現像
ローラの回転による線速度の比率であり、感光体の外径をＡ（ｍｍ）、回転速度ａ（ｒｐ
ｍ）、現像ローラの外径をＢ（ｍｍ）、回転速度をｂ（ｒｐｍ）とすると、以下の式によ
り求めることが出来る。
【００４６】
　（Ｂπ×ｂ）／（Ａπ×ａ）×１００＝周速比（％）
評価するにあたり、ベタ画像のマクベス濃度が１．４～１．５となる周速比を設定し、そ
れぞれの現像ローラに適用した。以上の結果を表１に示す。
【００４７】
【表１】

※１　横スジについて、初期のハーフトーン画像にて、感光体周期の横スジが確認できな
いものを○、確認できるものを×とした。
※２　かぶりについて、反射濃度の低下率が５％以下であれば○、０．５％を超える場合
は×とした。
※３　縦スジについて、１００００枚印字後のハーフトーン画像にて、縦スジが確認でき
ないものを○、確認できるものを×とした。
【００４８】
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　表１から明らかなように、実施例１～４においては、感光体周期の横スジや印字後の縦
スジの発生が無く、かぶりも良好な画像が得られた。これに対し、比較例１、３について
は表面粗さが不足し、周速比を１８０％にすることにより、縦スジとかぶりの現象が発生
した。また、比較例２については、感光体への付着物が多量に発生し、感光体周期の画像
横スジが発生した。
【産業上の利用可能性】
【００４９】
　本発明は電子写真装置において、感光体に圧接し現像剤を可視化する現像ローラに関す
る。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１】本発明の現像ローラの一つの実施形態を示す概略図である。
【図２】本発明の現像ローラを適用した画像形成装置の一つの実施形態を示す概略構成図
である。
【符号の説明】
【００５１】
１ａ　芯金
１ｂ　弾性層
１ｃ　表面層
２００２　感光ドラム
２００３　帯電チャージャー
２００４　光書込装置
２００５　現像器
２００５ａ　現像ローラ
２００６　トナー
２００７，２００８，２００９，２０１０　ローラ
２０１１　転写紙
２０１２　紙吸着帯電器
２０１３　転写帯電器
２０１４　定着装置
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